












(1)、 日本の精神障害者就業施策の現状 を国際比較検討した上で(II、 皿)、改めてその
意義 を捉 えなおす形をとっている。さらにその意義については、精神障害者のリハビ
リテーションか ら、人権保障、社会的意義とより社会的な視点で展開している。(N)
キーワード 精神障害者、障害者雇用、職業 リハ ビリテーション、障害者労働政策、
就業理念
はじめに
2002年12月 、障害者基本計画が閣P決 定された。この基本計画は、2003年 か ら2012年 までの
10年 問に講ずるべ き障害者政策の基本方向を示 したものである。この中で、雇用 ・就業を障害
者の自立 と社会参加のための重要な柱 として位置づけていること、また、精神障害者施策は、
重点項 目としていることは評価出来る。ところが、精神障害者施策の内容は社会的入院解消の






最後 になるが、本稿の対象 としては、障害者の雇用の促進等に関する法律(以 下、障害者雇
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用促進法 とする)に 基づいて 「精神障害者であって、就業(原 文では職業)に 従事する者 とし
ての自覚を持ち、自ら進んで、その能力の開発及び向上を図り、有為な職業人として自立する
ように努める人」としている。また、「就業」とは、その形態にかかわらず一定の制度下での労
働を意味し、「労働」「働 く」は制度 ・施策にかかわらず働 くこと自体とその理念を含む包括的
な概念を意味 している。表題で 「就業」 を使用 したのは上記の意図からである。
1.労 働政策 の変遷 と精神障害者就業の位 置づ け
1.労 働政策の変遷




戦後の労働政策は、社会民主化 を意図 し、労働法整備 に重点が置かれていた。これにより、
1947年 の職業安定法や失業保険法、1957年 の最低賃金法などが成立 した。その後、経済が高度
成長期に入 り、労働力が不足する。そこで、1961年 に雇用促進事業団を設立するなど、積極的
な労働市場政策がなされた。
この間ILOは 、1955年 に第99号 勧告で、すべての障害者の職業リハビリテーションの必要性
を明文化 した。こうした国際的な方向性 と高度成長の労働不足解消 との影響を受け、日本では、
1960年 に身体障害者雇用促進法を制定 し、1964年 には重度身体障害者授産施設、1972年 に身体
障害者福祉工場 を、また1973年 には、心身障害者多数雇用事業所に対する特別融資を制度化 し




2)経 済低成長による雇用調整期(1970年 代後半か ら1980年代前半)
1973年 のオイルショック以降、経済は低成長期 に突入し、雇用不安が問題 となった。そこで
労働政策は、失業保険といった事後的な所得保障だけでなく、雇用構造を改善 した り、労働者
の能力開発等 も視野に入れた政策へ転換 した。これらを明文化 したものとして1974年 の雇用保







国際的には、1981年 に国際障害者年、1982年 は障害者 に関する世界行動計画が採択 され、
1983年 には、ILOが 第159号 条約、第168号 勧告をするなど、すべての種類の障害者の就職、雇
用継続、社会的統合 ・再統合を目指した。
3)産 業構造変革と労働形態の多様化(1980年 代後半以降)




備するような方向転換 をした。それは1986年 の男女雇用機会均等法、1991年 の労働者派遣法、
育児休業法、1992年 の介護休業法、パー トタイム労働者法の制定などに現れている。これまで
の政策は正規雇用中心の雇用条件充実を目的 としていたため、労働者としての位置づけが弱い
派遣労働者やパー トタイム労働は、解消 されるべ き存在 であった。 しか し1990年 代になると、
むしろ各個人の能力を生かすため、様々な就業形態を積極的に導入する方向へ移っている。
障害者労働政策としては、ILO勧 告等の国際的な動向を受け、身体障害者以外 の障害者 に政
策を拡大する方向に転換 した。1986年 には精神障害回復者等への職場適応訓練制度の適用をし、








翌年1993年 、障害者基本法では精神障害者を法対象 として明確に位置づけ、1995年 に精神保健
及び精神障害者の福祉に関する法律が成立 し、手帳制度がはじまった。そこで、1998年 には精
神障害者の範囲を拡大 し、1999年 か らジョブガイダンス事業の実施、2002年 からは在職精神障
害者の職場復帰支援プログラムを試行開始 している。このように、他障害者の制度に比較する
と十分 とはいえないまでも、1990年 代になって慌しく、精神障害者の就業を焦点化するように












心の病にかかる人が急増 し、無視できない問題 となっていること、⑥ またこのことが財政 を圧
迫 していることが考えられる。ここでは、紙面の関係上⑤および⑥を検討する。
産業構造の変化により、第三次産業が中心になっていることは先に述べた。特に近年増加傾
向20の 職業のうち,1/4は 健康 ・コンピューター関連である。しかもこうした職種 は心疾患 のリ
スクが高 く、特 に保健 関係労働者の精神疾患有病率、バーンアウ ト共 に高い といわれる。
(Sauter,1990)。 この状況は、日本も同様であり、精神障害や過労自殺が後を絶たない。1999年
に精神障害への労災の判断指針を策定 し、2000年 には職場のメンタルヘルス指針 を出したのも、
こうした現状への対策である。財政面では、従来多 くを公費負担していた精神科通院医療費も、
1995年 か ら精神疾患急増対策 として、保険優先とした。 ところが、医療費が減額 したのは、こ
の後2年 のみであ り、3年 目からは、1995年 以前 よりも増額している。通院患者数 も1993年 か


















て雇用する形態をとるものであ り、新たな差別構造 ともな りかねない。そこで厳密な意味で
「一般社会で働 く」こととは異なる。
このように現行制度は、新たに入職を希望する障害者支援が主であ り、就職後の就業継続の
ための施策はほとんど示されず、「障害を抱えつつ働 く」 という想定になっていない。 しかも、
制度の多 くは障害者を一定の場に集めて援助する形態 をとってお り、筆者の意図する 「一般社
会で働 く」制度ではない。
雇 用就 業 一般就業 ・特例子会社 ・重度障害者多数雇用事業所
支 援就 業
〈労働習慣体得 ・適正見極めのための制度 〉
精神障害者社会適応訓練事業 ・職域 開発援助事業 ・就業体 験支援事業 ・職業 自立支援事業
〈雇 い入れのための制度 〉
職場適応訓練事業 ・障害者雇用創 出事業 ・特定求職者開発 助成金
〈雇用継続のための事業 〉
ジ ョブコーチ事業 ・雇用継続助 成金
保 護就 業 精神障害者福祉工場
援 護就 業 精神障害者授産施設 ・精神障害者小規模作業所
自営 ・家事手伝 い(本 稿 では扱 わず)








の項 目は保健医療 と福祉の2つ であ り、後者の中でも在宅サービス と施設サービスが示されて
いるのみである。そこで、 ここからは、「精神障害者が地域で就業しつつ生活する」モデルが見
えてこない。基本計画に先立って社会保障審議会障害者部会精神障害分会は、報告書 「今後の
精神保健医療福祉施策について」の中で、就業支援(原 文では就労)の 充実 を検討し、一般就
業への移行促進への方向性 を具体的に示 している。 しか し残念なが ら基本計画はこの報告を踏
まえたものとなっていない。
さらに、雇用 ・就業分野の基本方針においては、障害者雇用率制度を障害者就業促進策の根





皿.国 際的な障害者 労働政策 の展開
1.国 際的な障害者労働政策のモデル と特徴
国際的な労働政策については、①雇用率の設定によって割 り当て雇用制度をとるアプローチ
の仕方(フ ランス、 ドイッ等)、 ②差別禁止法によって就業の機会均等を保障しようとするアプ
ローチ(ア メリカ、イギリス等)、 ③障害者に関する制度を特別に設けず、主として一般法で対
応 しようとするアプローチ(ス ウェーデン)が ある。
このうち①の機会均等を保障するアプローチは周知のように、アメリカにおける 「障害を持
つアメリカ人法:ADA」 か ら端を発 している。従来か らアメリカ ・イギ リスの労働市場は、
OECDの 分類ではアングロサクソン型の労働市場 とされ、元々労働者の勤続年数が短 く、流動
的な就業構造を持っているとされていた。これに対 し、②現在 も雇用率をとるドイッ ・フラン
スは、労働者の勤続年数が長期 であ り、企業定着率が高い労働市場 を持つ国である。(樋 口
2001)そ こで、各国はこうしたアプローチを取 りやすい状況であったともいえる。
但 し、②のアプローチは、かつてのイギリスがそうであったように、運用の仕方によっては、
あまり効力 を期待できない。(障害者雇用促進協会 ・障害者職業センター2001)ま た、障害者
に特別枠で雇用を推進 しょうとするあ り方は、見方を変えれば、障害者差別につなが りかねな
い。こうした点か ら全体的には差別禁止法によるアプローチを取る国が多 くなっている。そし
てフランスが雇用率と差別禁止法を併用するように、全体 としての関心は① に傾 きつつある。
このように、雇用率は他の政策によって補完されるときのみ有効 と考えらる。
2.差 別禁止法の有効性
それでは、差別禁止法は障害者の就業に対 し、 どんな効力を発揮するのか、 またすべての障
害者を包括で きるものになっているのか という問いが次に生 じる。いうまでもなく、差別禁止
法は、就業するために十分な能力があるにもかかわらず労働市場に参加できずにいる人に対 し、





の集中が困難で、 日々のス トレス対処に問題 を生じている。また最 も重篤な精神障害者はしば













害を 「人 と物的環境および社会環境の間の相互作用の結果生 じる多次元の現象」として捉える
とともに、健康状況も病気(急 性あるいは慢性の疾患)、 変調、傷害、ケガ(外 傷)の 包括用語
として使用 してお り、妊娠、加齢、ス トレス、先天性異常、遺伝的素質等の状況 も含んでいる。


























まつわって出てきた自分の感情体験を自分のものとして捉 えることが出来な くなって幻聴 とい
う体験を作 り出す。(第1次 過程)こ のため、ありえないことが自分に生じたという体験(幻 聴)
と圧倒的な体験(手 に余る体験)と が重なって 「自分が普通の人問から決定的に脱落 した」 と
感 じてしまう。(第2次 過程)そ こで、辻は治療の第1原 則 として、 こうした体験に 「人間とし
ての証」を見ること、第2原 則として 「必要な自己検討を身につけること」第3原 則として主
体性を醸成 し、「必要な決心と実行を手に入れる」ことを位置づけている。(辻1980)
上記の治療原則は現実社会とのかかわりな くしては成立 し得ない。すなわち 「人間としての
脱落感」を持つ精神障害者が一般社会でふつうに働 くことは、障害を実存的に克服するために
も、また 厂自己の価値を再獲得 し、再確認するプロセス」 としても重要である。(上 田2001)
2)職 業 リハビリテーションの立場
Ekdawiら は、Bennetを 元に精神障害者のリハビリテーションを6つ の指標で整理 した。すな







精神科 リハビリテーションにおいては、障害者が自己選択 ・自己決定することは市民権 とし
てだけでなく、病気からの回復過程において不可欠である。そのためにも、自己感覚(asense
ofself)を 回復させ ることが重要である。自己感覚の回復過程には、以下4つ の段階がある。
すなわち①能動的な自己感覚の自覚、② 自己の強さ ・弱さの評価 と変化の可能性の査定、③ 自
己を活性化させ、様々な能力 を統合すること、④ 自己感覚を保護 し、社会的偏見や病気に対処
するための材料(resource)を 提供することであ り、これらは相互に関連し作用 し合ってお り、
就業との関連でより明確になる。(Strauss,&Davidson,1992)
労働とは、 自尊感情を高め、個人の尊厳の源であ り、人生の目標 を提供するものである。人







































ハヴィガース ト(Havighurst,RJ)は 、青年期の課題の1つ に独立性の発達を挙げ、経済的
な独立 と職業選択 ・準備 を重視 し、壮年初期には、職業 に就 くことを発達課題としている。
(Havighurst1953)
またE.H.エ リクソン(Erikson,E.H)は 、個人の精神的発達を、一生涯の時間の流れ、す




散 という危機的状況に陥る。また、成人期(Adulthood)は 、自分の生み出したものをは ぐく












全 く異なった生き方をした人、普段は意図して付 き合 うことが少ないひとと出会う場でもある。






























正義の観点か らこれ を検討する。ロールズ(Rawls,J)は 、多数の人にとって 「よいこと」












但 し階層性が学歴を媒介にして強化 され、再生産されているという説には懐疑的な論述 もあ
る。というのも、個人のライフスタイル等の多様化に伴 って、各々がどんな人生を選択するの
か、すなわち結婚等ライフイベントの選択の有無や、時期、どういうライフステージにあるの























2003年10月 か ら12月 までの国内総生産(GDP)は 、年率換算で7.0%増 と見込まれた。この消
費支出の内訳で増大 しているのは、デジタル家電や住宅という。(2004.2.18,朝 日新聞)こ の後、
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労 働 を 強 い ら れ る な ど 、 過 酷 な 労 働 を 続 け て お り、 な お か つ 自 分 も 失 業 す る の で は な い か と い
う不 安 を 抱 え て い る 。 そ し て こ う し た 状 況 の 中 、 国 民 自 身 は 負 担 が 多 く な っ て も高 福 祉 の 社 会
保 障 の 充 実 を 望 ん で い る 。(2003.6.21,朝 日新 聞)
上 記 の よ う な現 状 に あ っ て 、 精 神 障 害 者 が そ の 適 性 と 能 力 に 応 じて 一 般 社 会 で 就 業 し 、 必 要
に 応 じ た 報 酬 ・手 当 等 の 配 分 を 受 け る こ と が で き れ ば 、 そ れ は 、 精 神 障 害 者 の み な ら ず す べ て
の 人 の 人 権 を 真 に 保 障 し、 す べ て の 人 が 安 心 し て 生 活 出 来 る社 会 と な る 。 精 神 障 害 者 が 一 般 社
会 で 働 く こ との 意 義 を 筆 者 が 強 調 す る の は 、 こ の た め で あ る 。
な お 、 冒 頭 で も 述 べ た よ う に 、 本 稿 は 精 神 障 害 者 の 労 働 政 策 に 関 す る 研 究 の 一 部 で あ る 。 今
回 は 、 就 業 の 意 義 に つ い て 、 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 、 人 権 、 社 会 的 正 義 の 各 観 点 か ら の 検 討 を 行
っ て き た が 、 こ の 裏 付 け と な る 実 証 研 究 や 政 策 理 念 の 提 起 、 制 度 ・社 会 の し く み に つ い て の 具
体 的 な 仕 組 み 等 の 論 述 は 行 っ て い な い 。 こ れ ら に つ い て は 、 ま た 別 の 機 会 に 論 じ る 予 定 で あ る 。
〔参 考 文 献 〕











(=1982,小 此 木 啓 吾 訳 編 『自我 同一 性 一 ア イデ ンテ ィテ ィ と ラ イ フサ イ クル 』誠 信 書 房)
Erikson,E.H.&Erikson,J.M.(1997)TheLifeCycleCompleted,w.w.Nortion&Company
(ニ2001,村 瀬 孝 雄 ・近 藤 邦 夫訳 『ラ イ フサ イ クル 、 そ の 完 結 』)
玄 田有 史 ・高 橋 陽 子(2001)「 社 会 保 障 の 中 の雇 用 問 題 一 障 害 者 雇 用 をめ ぐっ て」 月 刊 福 祉2001年1月 号.





(=1995,荘 司 雅 子 監 訳 『人 間 の発 達 課 題 と教 育 』 玉 川 大 学 出版 部)
樋 口美 雄(2001)『 雇 用 と失 業 の経 済 学 』 日本 経 済 新 聞 社
一221
精 神 障 害 者 就業 の意 義 と課 題(江 本 純 子)
樋 口 美雄 ・財 務 省財 務 総 合 政 策 研 究 所(2003)『 日本 の所 得 格 差 と社 会 階 層 』 日本 評論 社.
厚 生 労 働 省 社 会 ・援 護 局 障 害 保 健 福 祉 部 精 神 保 健 福 祉 部 精 神 保 健 福 祉 課 「社 会 保 障 審 議 会 精 神 障 害 部 会
報 告 書 の概 要」 『月刊 福 祉 』2003年4月 号96-101.
厚 生 労 働 省 職 業安 定 局監 修 ・独 立 法 人 高齢 ・障 害 者 雇 用 支 援 機 構 編 『障 害者 雇 用 ガ イ ドブ ック』
楠 木敏 雄(2003)「 障害 者 プ ラ ンの現 状 と新 障 害 者 プ ラ ンへ の 課題 」 『リハ ビ リテー シ ョ ン研 究 』ll4,19-24.
七 瀬 時 雄(1995)「 障 害 者 雇 用 対 策 の 理 論 と解 説 」 労 務 行 政 研 究 所
OECD(2003)TransformingDisabilityintoAbility
小 川 捷 之 ・齋 藤 久 美子 ・鑪 幹 八郎 編(1990)『 臨床 心 理 学 体 系3ラ イ フサ イ ク ル』 金 子 書 房.
Rawls,J.(1971)ATheoryofJustice,ThePresidentandFellowsofHarvardCollege.
(=1979,矢 島 鈞 次 監 訳 『正 義 論 』紀 伊 国屋 書 店.)




精 神 保 健 研 究 会 監 修(2004)「 我 が 国 の 精 神 保 健 福祉 平 成15年 度 版 』株 式 会社 太 陽美 術
世 界 保 健 機 関(WHO)(2002)『ICF国 際生 活 機 能 分 類 一 国際 障 害 分 類 改 定 版一 』 中央 法規.
関 宏 之(2002)「 社 会 福 祉 制 度 と して の 就 労 支 援 施 策 」 『月刊 福 祉2002年7月 号 』全 国社 会 福 祉 協 議 会.
社 会 保 障 審 議 会 障害 者 部 会 精 神 障害 部 会 報告 書 「今 後 の 精 神 保健 福 祉 施 策 に つ い て」 『月刊 福 祉 』2003年
4月 号37-40.
島 悟 編 集(2004)『 こ こ ろの 病 か らの 職 場 復 帰 』 至 文 堂
障 害 者 雇 用促 進 協 会 ・障害 者 職 業 総合 セ ン ター(2002)『 障 害 者 の 雇用 率 ・納付 金 制 度 の 国際 比 較 』145,10.
Strass.J.S.andDavidson,L.(1997)MentalDisorders,Work,andChoice.
Bonnie,R.J.andMonahan,J.MentalDisorder,WorkDisability,andtheLaw.105-131.
橘 木 敏 詔(1998)『 日本 の経 済 格 差 』 岩 波 書 店.
橘 木 敏 詔(2004)「 家 計 か らみ る 日本 経 済』 岩 波 書 店.
Toffler,A.(1980)TheThirdWave,Morrow,W.&Co.,NewYork.
(ニ1980,徳 山次 郎 監 修 『第 三 の 波 』 日本 放 送 出 版 協 会.)
辻 悟(1980)『 治療 精神 医学 一 ケ ー ス カ ンフ ァ レン ス と理 論 』 医 学 書 院.




(え も と じ ゅ ん こ 社 会 学 研 究 科 社 会 学 ・社 会 福 祉 学 専 攻 博 士 後 期 課 程)
(指 導:岡 村 正 幸 教 授)
2004年10月15日 受 理
一222一
